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(1) 企業環境戦略指標としての環境効率の検討 

(2) 循環指標としてのインバースリサイクル指数の提案 

(3) 企業戦略の策定事例 

(4) まとめ 



「ライフサイクルデザイン(LCD)指標体系に基づく人工物設計・生産の評価指針 

�LCD戦略に向けた構造的評価方法�」要旨 

 

 (1) 作成の背景 

l 現代社会における人工物の設計・生産において、地球環境と資源の有限性

を意識した「持続可能な発展（Sustainable Development）」が重要な概念

となっている。 

l 製造業の企業活動は、製品製造を通じた付加価値の向上のみによる利益の

追求のみならず、環境調和性を利益の源泉とするように企業戦略の転換が

求められている。 

l 環境問題解決に向けた技術も、省エネルギー技術やリサイクル技術に代表

されるように要素技術の高度化は急速に進んでいるものの、それらが総体

として「持続可能性」にどの程度寄与しているかは必ずしも明確でなく、

製品ライフサイクルをシステム化し、全体論的に持続性を達成するための

技術戦略が求められている。 

l これらの課題を解決する一つの鍵が、製品ライフサイクルを環境面、経済

面などから統合的に評価し、さらに、ライフサイクル・シナリオや技術開

発目標を明確化可能な「指標」を体系化することであると捉え、活動を行

った。 

 

 (2) 現状及び問題点 

l 既存の環境評価指標として、ファクター10のようなグローバルな指標、CO2

排出量のようにライフサイクル全般を評価可能な指標（「目標指標」と呼ぶ）、

リサイクル率のように個別のプロセスに関連する指標（「手段指標」と呼ぶ）

が存在する。 

l 目標指標は、具体的な対象に対する一般的な測定、評価方法が必ずしも明

確でない。 

l 目標指標と手段指標の関係性は個別的であり、一般的な関係として記述で

きない。 

l ライフサイクルアセスメントや環境パフォーマンス指標などの既存の指標

は、ライフサイクルデザインで主眼を置く人工物の循環（特に、リマニュ

ファクチャリングやリユース）や寿命を直接的には表現していない。 

l これらの課題が、循環生産を促進する上での障害となっている。 

 

 (3) 改善策、提言等の内容 



l 製品ライフサイクル全体の持続可能性を総合的に評価するために、種々の

指標を構造化した LCD指標体系を提案する。この評価指標体系は、ライフ

サイクル全体としての目標を与える環境影響評価指標と環境問題解決のた

めの個々の手段を評価する指標に二分され、その間をライフサイクルシミ

ュレーションとライフサイクルアセスメントを統合的に使用することによ

り対応づけることを提案する。 

l 個別の製品やサービスのライフサイクルデザインを実施する際に、解決す

べき環境問題の構造化、明示化のために、この評価指標体系から対象に対

応した指標系を導出する手順を示す。これは、ライフサイクルデザイン・

プロセスの重要な１ステップである。この結果として、企業が、ライフサ

イクルデザインを実施する中で、循環生産に向けて企業戦略や製品戦略を

明確化し、その実現方策を選定・開発することを促進する効果を持つと期

待される。 

l 今後、振興すべき LCDへ向けての基礎学術として、ライフサイクル指標体

系の確立と標準化、LCD評価指標のギャップを埋めるライフサイクルシミ

ュレーション、および、ライフサイクルアセスメントとの統合化の研究、

ライフサイクルデザイン時に、指標体系から指標系を導出する手順の標準

化を提案する。これらを実施することにより、循環型製品ライフサイクル、

および、それに対する企業戦略の客観的評価が可能となり、グリーン購入

やエコファンドとの相乗効果により、製造業の循環生産化が大幅に促進さ

れる効果が期待できる。 

l 補足として、実際に企業で実施、もしくは、検討している環境影響評価の

事例を挙げ、上記のライフサイクルデザイン指標体系活用の可能性を検討

した。 
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ライフサイクルデザイン(LCD)指標体系に基づく 
人工物設計・生産の評価指針 
�LCD戦略に向けた構造的評価方法� 

 

１． ライフサイクルデザインの重要性 

 我々は、自然環境を単純に利用するだけでなく、それを素材として作り変えるこ

とにより、我々の生活の質を向上させてきた。過去の発展過程では、自然界からは

有用資源が必要なだけ獲得でき、また不要物は自然界へ放出すれば消滅する、とい

う「無限大信仰」が暗黙のうちに受け入れられていた。科学的に正確な検証が必要

であるが、現代の工業社会の発展は、この無限大信仰を許さない水準に達したよう

であり、地球環境の有限性を意識した持続可能性が重要な概念となってきた[1]。 

 このような人工物の設計・生産を取り巻く状況の変化の下で、製造業の企業活動

は、製品製造を通じた付加価値の向上のみによる利益の追求のみならず、環境調和

性を利益の源泉とするように企業戦略の転換が求められている。一方で、環境問題

解決に向けた技術も、省エネルギー技術やリサイクル技術に代表されるように要素

技術の高度化は急速に進んでいるものの、それらが総体として「持続可能性」にど

の程度寄与しているかは必ずしも明確でなく、製品ライフサイクルをシステム化し、

全体論的に持続性を達成するための技術戦略が求められている。 

 

サービス／ビジネス戦略

材料技術メンテナンス技術

使用管理 生産技術

逆生産技術

ライフサイクル設計と管理

情報技術

要素技術

シンセシス（設計）、統合化、管理

コンセプトの明確化

要素技術の高度化

 

 

図 1 ライフサイクルデザインの基本的視点[2] 
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 生産システム学専門委員会では、このような環境問題への認識の下での製造業全

体の在り方の検討を目的として活動を行っており、第 17 期の提言書では「ライフサ

イクルデザイン」を基本コンセプトに諸課題を整理した[2]。ここで言う「ライフサ

イクルデザイン」とは、製造業において適切な循環型製品ライフサイクルを構築す

るための、製品ライフサイクルの設計、管理、運用を統合的に行うことを指す広義

の意味で使用している。このために必要な基本的視点は、以下の三点にまとめられ

る（図 1参照）。 

1. ものの提供からサービス提供によるビジネスへの転換 

2. 単に人工物を作るだけでなく、人工物のライフサイクル全体の設計、管理 

3. 循環型ライフサイクルを実現する種々の要素技術の高度化 

 現状では、3.の種々の要素技術の高度化が急速に進展している一方で、ライフサイ

クルデザインの基本戦略、基本方針の策定が困難であるという問題がある。すなわ

ち、環境に調和した循環型製品ライフサイクルを経済的にも成立させるための、サ

ービスやビジネス戦略、解決すべき環境目標、循環方法、および、ライフサイクル

管理方法などを適切に決定する方法論が明らかではない。ここでは、ライフサイク

ルデザインの初期段階においてこれらの諸方針を策定する段階を「ライフサイク

ル・シナリオ」の策定段階と呼ぶことにする。さらに、現在の社会状況において一

足跳びに理想的な循環型製品ライフサイクルを実現することは必ずしも容易ではな

く、十年単位での循環型製品ライフサイクルへの移行戦略を適切に策定することに

きわめて重要な意味がある。 

 本委員会では、これらの課題を解決する一つの鍵が、製品ライフサイクルを環境

面、経済面などから統合的に評価し、さらに、ライフサイクル・シナリオや技術開

発目標を明確化可能な「指標」を体系化することであると捉え、活動を行った。別

の面から言えば、グリーン購入などのために製品の環境調和性を評価する場合や、

エコファンドのように企業の環境調和性や環境問題解決への企業戦略を評価する場

合にも環境評価指標体系は極めて重要な役割を担っている。 

 

２． 環境評価指標の現状と課題 

 ライフサイクルデザインの目標である「持続可能性」は、例えば、地球生産性[1]

（式(1)参照）といった形で表現されるであろう。 

社会全体の満足度 
 地球生産性＝ 

地球環境への総負荷 
(1) 

 式(1)に類似の概念として、ファクター10[7]やファクター4[8]、エコ・エフィシェ

ンシー[9]などがある。これらの指標は、式(1)を直接的に表現しているが、具体的な

対象に対する一般的な測定、評価方法が必ずしも明確でないという問題点がある。
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すなわち、 

l 分子である「満足度」や「価値」に対する一般的かつ計測可能な形での定式化

が現状技術では困難であり、合意された形での評価方法がない。 

l 分母の「地球環境への総負荷」を単一尺度で表現することは、複雑な悪構造問

題である「環境問題」の本質的構造とその重みを決定する問題に帰着する。こ

の問題については、LCA のインパクト分析の専門家が議論を行っており、幾つ

かの方法が提案されているが、一般的な合意に至っていない。 

 一方で、環境問題解決に向けた種々の研究活動の活発化とともに、様々なより具

体的な評価指標が提案されてきた。その中で、最も規格化され、実用化されている

ものは、ライフサイクルアセスメント(LCA)（例えば、[3]）であろう。この他にも、

「環境パフォーマンス指標」[4]では、環境に関する種々の指標を広く整理している。

「環境会計ガイドライン」[5]は、企業が支払った環境保全コストに対して得られた

経済的、非経済的環境保全の効果を測定する手法である「環境会計」を実施するた

めのガイドラインを提供している。ただし、環境会計は、定義に則ると、本来的な

企業活動以外の付加的な環境保全コストとその効果を測定するものであり、ここで

提案している「必要とされるサービスをできるだけ環境面においても効率よく提供

する」という考え方、例えば、製造業の生産形態を大量生産・大量販売から循環型

製品のサービス販売へ転換する、といった基本的な構造転換の効果を直接的に計測

することが困難である。また、「資源循環指標 策定ガイドライン」[6]は、いわゆ

るリサイクル率、リユース率といった資源循環に関わる指標を種々の法規制等の間

の整合性の問題からより詳細に議論したものである。また、上記の「環境パフォー

マンス」は、環境会計、資源循環指標を包含する概念である。 

 以上に述べた種々の環境指標をライフサイクルデザインに適用する場合、以下の

二つの課題がある。 

1. LCD評価指標のギャップ 

上記の種々の指標は、単純化すれば二種類に分類できる。すなわち、式(1)やラ

イフサイクル全体の総 CO2排出量などのような、企業の経営戦略、環境解決目

標、技術開発戦略、製品開発戦略に関わる解決すべき「目標」を表現する指標

（これをここでは、「目標指標」と呼ぶ）と、リサイクル率、リユース率とい

った、種々のライフサイクル・オプション（リデュース、アップグレード、リ

ユース、リサイクル、メンテナンスなど広い意味での循環方法）に関わる指標

（これをここでは、「手段指標」と呼ぶ）である。ライフサイクルデザインに

おいて問題となるのは、この目標指標と手段指標間の関係性が明確に記述でき

ないことである。例えば、リサイクル率の向上は、最終廃棄物量の削減に対し

ては明確な効果を持つが、総 CO2排出量に関してはリサイクルの実現方法に依
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存し、一般的な関係としては記述できない。この問題は、リサイクルやリユー

スが総体として持続性に寄与するか否かは個別的に議論せざるを得ないという

環境問題の本質的困難性と深く関連しており、ライフサイクルデザインの際に、

どのような循環戦略を採るかを決定するために大きな課題となる。 

2. 循環の評価 

上記に挙げた指標は、ライフサイクルデザインで主眼を置く人工物の循環や寿

命を十分に評価することが困難である。これは、閉ループのリマニュファクチ

ャリング、部品リユース、材料リサイクルなどを行うと、製品ライフサイクル

内に複雑、かつ、長期の時間に依存したフィードバックループが形成されるた

めである。例えば、ライフサイクルアセスメントでこのような動的なメカニズ

ムを通常扱ってはおらず、環境パフォーマンス指標でも循環を前提とした指標

は記載されていない。一方で、資源循環指標はリサイクル率、リサイクル可能

率、再商品化率などの既存の指標の整理を中心に循環の指標指標化を行ってい

るが、主として材料リサイクルを前提としており、リユース率などに関する議

論不足は否めない。 

 

３． ライフサイクルデザインのための指標体系 

以上の議論に基づき、本研究で提案すべき指標体系の要求項目を以下のように設

定した。 

1. 今後の技術開発の方向性、あるべき姿が見える指標体系 

2. 環境に良い循環生産の在り方（ライフサイクルデザインのコンセプト）が見え

る指標体系 

3. 開発すべき技術の優先順位付けができる指標体系 

4. 企業戦略と使用すべき指標の関係が明示的に示される指標体系 

 また、「指標」一般の要求項目として以下の点が挙げられる。 

5. 汎用的で、広く利用することができる 

6. 評価ができるだけ容易 

7. 測定可能 

 これらの目的を実現するため、ここでは以下のアプローチをとることを提案する。  

1. 目標指標を、曖昧な単一指標で表すのではなく、環境負荷、経済性、顧客満足

度を含むより具体的な指標の組み合わせとして表現する。 

2. 手段指標を、循環を前提とした場合に重要となるライフサイクル・オプション

毎に分類整理して提示する。 

3. 適切な目標指標、手段指標は、企業戦略、対象製品、循環戦略などに依存する

ため、種々の目標指標と手段指標をリストアップした一般的な形の「指標体
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系」と、個々の製品、サービスを表現するための「指標系」の二段階表記法を

採る。すなわち、個々の製品、サービスなどのライフサイクルデザインの実施

時には、一般的な指標体系から、各種の指標を適宜、取捨選択し、個別の設計

対象の製品ライフサイクルを最も適切に表現、計測、評価可能なように指標系

を構築する。 

4. 目標指標と手段指標の間の関係は、一般的、演繹的な形で記述することは困難

であるため、動的にモノ、情報、お金などの流れのシミュレーションを行うラ

イフサイクルシミュレーション（例えば、[10]）、および、ライフサイクルアセ

スメントを用いて対応づける[11]ものとする。 

 すなわち、式(1)の一般解に相当する指標を策定することは現状の技術レベルでは

困難であるという認識の下で、個別の対象に合わせて構造化された指標系を構築す

ることが、第１．節で述べた、ライフサイクル・シナリオを策定する作業と表裏一

体を成す、ライフサイクルデザインの重要なステップであるという考え方である。

このアプローチの課題として、極めて異なる製品・サービス間の比較、例えば、製

鉄プロセスと電話の使用の比較、が困難になるが、ここでは、この課題よりも、産

業界のライフサイクルデザインへ向けてのドライビングフォースとしての役割、す

なわち、要求項目 1.～4.を優先することとする。 

 以上から、図 2に示すライフサイクルデザインのための指標体系を提案する。図 2

において、図の上半分には、企業の経営戦略、環境解決目標、技術開発戦略、製品

開発戦略に関わる目標指標を資源、廃棄物、エネルギーなど評価項目毎に分類して

提示し、図の下半分には、ライフサイクル・オプション毎に分類整理した手段指標

を提示する。目標指標と手段指標の間の関係は、ライフサイクルシミュレーション、

および、ライフサイクルアセスメントを用いて対応づける。 

 図中に示した指標は代表例であるが、これらは出来るだけ基本的、一次的指標と

し、ここから使用目的に応じて、複合指標、比率、相対値などを派生させる。また、

各指標は、それぞれ、Plan 段階（企画、ライフサイクル設計、製品・プロセス設

計）における計画値と実施後の評価値の二面性を持たせる。 

 図 2 の指標体系を特定企業の特定製品ライフサイクルに適用した際の指標系の例

を図 3 に示す。この一般的な図 2 から図 3 を導出するプロセスは以下の通りである。

このプロセスを、ライフサイクルデザイン作業の重要な１ステップとして位置づけ

る。 

1. 図 2 の上半分を用いて企業の環境戦略（解決すべき環境目標の重み付けなど）

を決定し、環境戦略に応じた複合評価指標を作成する。 

2. 1.の企業環境戦略に基づき、対象製品のライフサイクル目標を決定し、製品に対

する複合指標を作成する。 
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3. 2.に製品ライフサイクル目標を達成するために、ライフサイクルシミュレーショ

ン、ライフサイクルアセスメントを用いながら、ライフサイクル・オプション

を選択し、ライフサイクル・シナリオを作成する。 

4. 作成したライフサイクル・シナリオに基づき、製品設計、プロセス設計を行い、

設計結果が製品ライフサイクル目標、企業環境戦略を達成可能であることを確

認する。同時に、必要に応じて、技術開発目標を設定し、技術開発を行う。 

5. 設計した製品ライフサイクルを実施する。 

6. 実施した製品ライフサイクルに関するデータ収集を行い、製品ライフサイクル

目標、企業環境戦略が実現されているか確認する。実現されていない場合は、

問題点を明らかにし、改良、再設計、技術開発を行い、問題を解決する。 

 

４． 提案した評価指針の位置づけ 

 第２．節で述べたように、既存の環境評価指標として、グローバルな指標、CO2

排出量のようにライフサイクル全般を評価する指標、リサイクル率のように個別の

プロセスに関連する指標が存在する。本委員会の一つの結論は、製品ライフサイク

ル全体の持続可能性を総合的に評価することは、いずれの指標を一つ使用しても困

投入資源 廃棄物 エネルギー エミッション 価値、機能 経済性

資源使用量 廃棄物量 エネルギー消費量 CO2排出量 売上高
寿命効率 フロン使用量 付加価値

鉛使用量 利益
BOD排出量
COD排出量
SOX排出量
NOX排出量

消耗品使用量 廃棄物量 エネルギー消費量 CO2排出量 価値 購入価格
待機電力量 寿命 ランニングコスト

効用
社会 上記の合計 上記の合計 上記の合計 上記の合計 上記の合計 上記の合計

消費者

評価範囲

全体評価指標（一次）

評価項目

企業

リデュース リユース メンテナンス リサイクル 最終処分
素材種類数 限界リユース率 使用時間 リサイクル材利用率 減容化率
製品重量 リユース部品利用率 稼働時間 工場内リサイクル率 工場廃棄物排出量
部品点数 リユース率 物理寿命 リサイクル率 分解時間
部品点数削減率 部品リユース回数 信頼性 総リサイクル率 サーマルリサイクル率
消耗品使用量 総リユース率 機能回復率 分解時間 埋立処分量
リデュース率 分解時間 分解時間 回収率 回収率
省エネ率 部品モジュール化率 部品モジュール化率
有害物質使用量 部品共通化率 部品共通化率
バージン資源投入量 部品固定化率 部品固定化率

回収率 回収率

ライフサイクルオプションに応じて選択される指標

ライフサイクルシミュレーション
＋

ライフサイクルアセスメント
による対応付け

 

図 2 ライフサイクルデザイン指標体系 
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難であり、その代案として、図 2 に示すような指標の構造化、体系化を提案するこ

とであった。すなわち、製品ライフサイクルの評価指標を、目標指標（図 2 の上半

分）と手段指標（図 2の下半分）の二つに分類する。 

 このとき、この両者の間の関係の非記述可能性、すなわち、「LCD 評価指標のギ

ャップ」は、現在の評価技術では解決されていない問題であり、現状では対象製品、

対象製品ライフサイクルに依存して個別的に記述せざるを得ない。そのため、本委

員会は、この LCD 評価指標のギャップを埋めるための評価指標に関する研究、特に、

ライフサイクルシミュレーションとライフサイクルアセスメントを統合的に利用す

る研究の振興を提言するものである。このギャップを埋める手段として、ライフサ

イクルアセスメント単独でも相応の効果があると考えられるが、ライフサイクルア

セスメントは循環に関して静的な表現であり、また、結果として用いる値はある種

の平均値である。このため、例えば部品リユースに関する循環のバランスなどより

動的な表現が循環生産のために必要不可欠であることから、ライフサイクルシミュ

リデュース リユース メンテナンス リサイクル 最終処分

素材種類数 限界リユース率 使用時間 リサイクル材利用率 減容化率
製品重量 リユース部品利用率 稼働時間 工場内リサイクル率 工場廃棄物排出量

部品点数 リユース率 物理寿命 リサイクル率 分解時間
部品点数削減率 部品リユース回数 信頼性 総リサイクル率 サーマルリサイクル率
消耗品使用量 総リユース率 機能回復率 分解時間 埋立処分量
リデュース率 分解時間 分解時間 回収率 回収率
省エネ率 部品モジュール化率 部品モジュール化率

有害物質使用量 部品共通化率 部品共通化率
バージン資源投入量 部品固定化率 部品固定化率

回収率 回収率

ライフサイクルオプションに応じて選択される指標

A社の環境戦略
重要視する項目 CO2排出量

廃棄物量
パソコンxのLC目標 環境効率＝売上高／LCCO2排出量　20%向上

寿命効率＝価値寿命／物理寿命　50％向上
総廃棄物量　50%削減

パソコンxのLCシナリオ
製品重量の30%削減
省エネ率20%向上
組込リユース対象部品： シャシ、電源ユニット
スペアパーツリユース対象部品：主基板、FDユニット
リサイクル対象： ボディプラスチック材料の統一化

リサイクル材利用ボディ

ライフサイクルシミュレーション
＋

ライフサイクルアセスメント
による対応付け

 

図 3 A社のパソコン xのライフサイクルデザイン指標系 
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レーションを併せて利用することを提案するものである。 

 さらに、製品やサービスのライフサイクルデザインを実施する際には、図 2 の指

標体系から、個別の製品やサービスに対応して、指標を抽出、合成し、ライフサイ

クルシミュレーション、ライフサイクルアセスメントのための対象に関するモデル

を記述し、指標を対応づけることにより、図 3に示すような個別の LCD指標系を導

出する。本報告書はその手順も提案した。これは、対象とする製品やサービスに対

応して解決すべき環境問題を明示的に記述、構造化する作業に相当し、ライフサイ

クルデザインの必要不可欠な作業である。この結果として、企業が、ライフサイク

ルデザインを実施する中で、循環生産に向けて企業戦略や製品戦略を明確化し、そ

の実現方策を選定・開発することを促進する効果を持つと期待される。 

 

５． アクションプラン 

 本報告書で提案した振興すべき研究課題は、以下の三点である。これらを実施す

ることにより、循環型製品ライフサイクル、および、それに対する企業戦略の客観

的評価が可能となり、グリーン購入やエコファンドとの相乗効果により、製造業の

循環生産化が大幅に促進される効果が期待できる。 

 課題１：ライフサイクル指標体系の確立と標準化 

 課題２：LCD 評価指標のギャップを埋めるライフサイクルシミュレーション、お

よび、ライフサイクルアセスメントとの統合化の研究 

 課題３：ライフサイクルデザイン時に、指標体系から指標系を導出する手順の標

準化 

 これらの課題を促進するため、本委員会のメンバーが中心となり、以下の活動を

開始した。 

l 課題１に対応して、ライフサイクルデザインに関する国内最大の学術講演会

「エコデザイン 2002 ジャパン」において、評価指標に関するオーガナイズド・

セッションを実施し、各企業の企業評価、および、ライフサイクル評価の実際

について講演を実施し、さらに、今後のライフサイクル評価指標の在り方につ

いて、パネルディスカッションを実施した。 

l 課題２に対応して、精密工学会において、ライフサイクルシミュレーションに

関する研究会を立ち上げた。 

 今後は、第 17 期の本委員会が立ち上げた「エコデザイン学会連合」や上記の研究

会を中心として、これらの課題に対して、ケーススタディの実施、種々の評価指標

の収集と整理、ライフサイクル指標体系と指標系導出手順の確立、標準化、ガイド

ライン作成などの活動を広く産官学の枠組みなどで振興する必要がある。 
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６． まとめ 

 本報告では、ライフサイクルデザインのための指標体系に関する基本的な考え方

を提案した。すなわち、本委員会の提言は以下のようにまとめられる。 

1) 製品ライフサイクル全体の持続可能性を総合的に評価するために、図 2 に示す

ような指標の構造化、体系化を提案した。この評価指標体系は、ライフサイク

ル全体の環境影響や経済性などを評価する「目標指標」と環境問題解決のため

の個々の手段を評価する「手段指標」に二分され、その間をライフサイクルシ

ミュレーションとライフサイクルアセスメントを統合的に使用することにより

対応づけることを提案する。 

2) 個別の製品やサービスのライフサイクルデザインを実施する際には、解決すべ

き環境問題の構造化、明示化のために、この評価指標体系から対象に対応した

指標系（図 3 参照）を導出する手順を示した。この結果として、企業が、ライ

フサイクルデザインを実施する中で、循環生産に向けて企業戦略や製品戦略を

明確化し、その実現方策を選定・開発することを促進する効果を持つと期待さ

れる。 

3) 今後、振興すべき LCDへ向けての基礎学術として、 

課題１：ライフサイクル指標体系の確立と標準化 

課題２：LCD評価指標のギャップを埋めるためのライフサイクルシミュレーシ 

    ョンと、ライフサイクルアセスメントとの統合化の研究 

課題３：ライフサイクルデザイン時に、指標体系から指標系を導出する手順の 

    標準化 

を提案する。これらを実施することにより、循環型製品ライフサイクル、およ

び、それに対する企業戦略の客観的評価が可能となり、グリーン購入やエコフ

ァンドとの相乗効果により、製造業の循環生産化が大幅に促進される効果が期

待できる。 
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補足：企業における環境影響評価事例 

 本委員会では、実際に企業で実施、もしくは、検討している環境影響評価の事例を

挙げ、上記のライフサイクルデザイン指標体系活用の可能性を検討した。補足として

その概要を述べる。まず、第(1)節では、ライフサイクルデザイン指標系の企業戦略指

標の一つとして位置づけられる「環境効率」を取り上げ、その意義と定量評価可能性

について議論する。また、CO2 排出量と売上高を用いた環境効率の計算について述べ

る。第(2)節では、ライフサイクルデザイン指標系のうち，循環方法に関わる指標と位

置付けられる「インバースリサイクル指数」について検討を行う。さらに，第(3)節で

は、ライフサイクルデザイン指標系の構築の事例として、る企業環境戦略の策定事例

を検討する。 

 

(1) 企業環境戦略指標としての環境効率の検討 

本節では、企業の環境効率の意味を付加価値の定義から考察した結果を述べる。

また、企業間取引を含む事業のライフサイクル全体の環境効率や、社会全体の環境

効率との関係、企業の環境効率を客観評価する可能性、等についても議論する。 

 

企業の環境効率と付加価値 

付加価値の定義を考えれば、企業の代表的な環境指標である、 

 環境効率＝付加価値／環境負荷  (2) 

は、指標としての納得性は高い。即ち、企業は経済活動を通じて、 

付加価値＝売上購入費用  

＝人件費＋減価償却費＋税金＋利益 (3) 

を生み、これが雇用と再投資をもたらし、社会を維持・発展させる。従って自社の

付加価値を最大化し、環境負荷を極小化する式(2)の指標の改善は、経営目標として

ふさわしい。この指標は一般的に経済活動の単位ごとに定義でき、複数の経済活動

単位の集合体についても 

 環境効率＝付加価値の総和／環境負荷の総和 (4) 

と、加算的な定義ができるので、拡張性に富む。 

 

事業全体、社会の環境効率 

企業は、多数の取引の連鎖を通じて事業（製品・サービス）を遂行しているので、

事業に係わる全取引を含むバリューチェーン全体の環境効率を上記の加算的評価で

算出し、取引企業の寄与も含めた事業全体の環境効率を主体的に評価・改善するこ

とが期待される。 
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また、社会全体の環境効率は、同様に、最終消費やリサイクルの段階まで含めて、

経済活動単位ごとの付加価値と環境負荷のそれぞれの総和の比で表わせる。国の環

境効率における付加価値の総和は GDPとなる。 

 

環境効率の定量評価の可能性 

企業間の比較に環境効率を用いるには、その客観的な定量評価が必須である。環

境負荷は、環境報告書による公開が浸透・拡大しているが、各企業の付加価値は、

決算の財務諸表からは不明であり、社外費用明細書などを開示している場合に評価

可能となる。GDP 統計用に各事業場の付加価値データが政府に集計されており、公

開される仕組みが望まれる。 

 異なる業種、業態や、国ごとに環境効率の平均値は異なるので、企業間の定量比

較には配慮が必要である。 

 

環境効率と売上の関係 

付加価値の代りに売上を用いると、客観評価は容易になるが、購入費用が取引企

業の双方で付加価値として重複計上される。一方、売上高は販売時点までの全取引

企業の付加価値の総和となるので、環境負荷にも販売までの全取引先の累計値を用

いれば、販売時点までの事業の環境効率を示す一定の指標にはなる。 

 

使用、3R段階の環境効率の評価可能性 

販売後の使用、3R 段階での環境効率評価には付加価値の定義、評価が課題となる。

環境負荷は LCA により定量評価できるが、販売後の付加価値の取扱いについて定説

はない。しかし、以下のように使用、3R の段階でも付加価値は発生する。消費者に

よる使用は利便が大きくても経済的な付加価値を生まないが、法人による使用は一

般にその法人に付加価値を生む。さらに、使用や保守に伴う費用が、その便宜を提

供する業界に付加価値を生む。使用に伴うエネルギー消費には省エネや長寿命の環

境配慮が反映される（単独データでは逆のケースと区別できないが）。3R 段階での

再利用や素材回収の連鎖が長ければ、これら付加価値の総和も大きくなる。企業内

の部品の再利用は、購入費用減や再生業務増を通じて付加価値増と、環境負荷減と

を生み、環境効率が増大する。このように、販売後の付加価値には製品の環境配慮

度が結果としてかなり反映されると考えられる。 

 

評価事例 

実際、社内外との取引に基づく経理データからモノの流れを把握し、LCA データ

を用いて CO2 排出量に換算して総環境負荷データを試算している企業もあり[12]、
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売り上げとの比を環境指標として公表されている。CO2 は資源消費や温暖化の指標

として有用である。 

 

今後の課題 

 環境効率は、企業の環境改善努力の全てに強い指針を直接与える万能の指標では

ないが、努力の成果を結果的に広く反映する比較的良い指標と考えられる。その定

量評価には付加価値の公開が必要で、実現すれば企業ごとに加え、製品・サービス

ごとの事業全体の環境パフォーマンスを精度良く評価、比較できると期待される。

売上高による代用にはさらに工夫が必要である。 

 

(2) 循環指標としてのインバースリサイクル指数の提案 

検討の背景 

 従来、リサイクルにおける再利用性の評価は単に「リサイクル可か否か」のディ

スクリートな判定であって、リサイクルの質には無関係であった。資源の再使用性

の面から、質の高いリサイクルへの努力が積極的に評価できる定量的尺度の実現を

目指し、新指標の可能性を検討した。 

 製品のリサイクルループを図 ４のように示し、内側のループを辿るほど、資源再

利用の観点から望ましく、環境負荷の点でも一般に望ましいとの考え方が提案され

ている[13]。この考え方はわかりやすく、インバースマニュファクチャリングの定義

にも取り入れられている[14]。この考え方を活かし、製品が資源再利用性の観点から

どの程度望ましいループを辿るように設計されているかを簡単、かつ詳しく表示で

きる指標を提案する。 

 

インバース度の考え方 

単純インバース度の検討  

 製品が寿命を終えてリサイクル処理されるとき、個々の構成部品がどのリサイク

ルループを辿るかにより図 ５のような評点をつけ、重量に応じた重みを掛けて集計

し、これを全体または部組品の重量で除し平均値を求め、インバースリサイクル指

数（略称インバース度）と呼び、当該製品等の平均的なリサイクルの質の高低を表

す。 
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 第 1種インバース度（３点満点法）： 

インバース度＝(部品ｲﾝﾊﾞｰｽ係数)×Ｍｉ／Ｍ (5) 

＝(部品ｲﾝﾊﾞｰｽ係数)×(部品の重量比率) 

 ここで、 

部品ｲﾝﾊﾞｰｽ係数：部品再使用：3 

材料再利用：2 

熱回収：1 

焼却、埋立：0 

 Ｍｉ：部品重量 

Ｍ：製品重量 

部品重量比率＝Ｍｉ／Ｍ 

 

製品の寿命を考慮に入れたインバース度  

 製品・部品が寿命を終えて使用されなくなるケースには次の２つのケースがあ

る： 

 

製品

材料

材料

部品

部品

熱回収

埋立／焼却
 

図 ４ 各種リサイクルループ 
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図 ５ 基本インバース係数 
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（ａ）機能・性能の陳腐化により寿命を迎える場合 

（ｂ）機能・性能の劣化によって寿命を迎える場合 

前者において製品は、陳腐化や性能劣化により製品、部品の物理的機能・性能は

あまり低下していないにもかかわらず、製品全体として使用しなくなるもので、陳

腐化する部分以外の再使用可能性は一般に大きい。一方、後者は長期間使用された

後に寿命を迎えるため、使用される全ての構成部品が損耗、材質劣化して、一般に

再利用性は低い。ただし、長期間使用されるので、資源として有効に利用されたと

言う面もある。以上を考慮し、（ａ）（ｂ）の使用期間を考慮に入れた設計のリサ

イクル配慮度合を次のように表現する： 

 (第１種インバース度)×(想定製品寿命倍率) 

この指標は使用期間を考慮に入れたリサイクル水準の高低を示しており、第２種の

インバース度と呼ぶ。 

 ここで製品の製品寿命倍率は自動車や家電品のような耐久消費財の平均的な寿命

である 10 年の場合を 1 とする。製品寿命が５年なら寿命倍率は 0.5、15 年なら 1.5

とする。以上から、 

 

第２種ｲﾝﾊﾞｰｽ度＝Σ(部品ｲﾝﾊﾞｰｽ係数)×(部品重量比率(×(想定製品寿命倍率)  （6） 

 

以上のような指標の設定には次のような点を考慮した。 

l 再使用、再利用は点数を高く、廃棄を 0点とする。 

l 材料としての再利用も、水平再利用はカスケード利用よりも高い係数を設定する。 

l 廃棄プラスチックの還元剤としての使用は、熱回収と材料再利用の間をとってイ

ンバース係数 1.5とする。 

l 2回、3回と使用することを予定して設計された部品は、繰り返し再使用性が高

い指数になるようにした。例えば、部品を再使用し、その後、熱回収するものは 

 (部品インバース係数)＝3＋1＝4 

のように計算する。 

 

表 1 インバース度の評価計算例  

部品名 材質 重量 重量比 リサイクル方針 インバース係数 第1種インバース度 寿命 第2種インバース度
カバー プラ 200 0.2 材料再利用 2+1 3×0.2=0.6 5年×2 2×0.2×5/10+1×0.2×5/10=0.3
基板 複合 300 0.3 破砕 0 0 5年 0
ブラケット プラ 100 0.1 材料再利用 2+1 3×0.1=0.3 5年×2 2×0.1×5/10+1×0.1×5/10=0.15
ベース 金属 400 0.4 部品再使用 3+2 5×0.4=2 5年×2 3×0.4×5/10+2×0.4×5/10=1
合計 1000 1 2.9 1.45
5年使用後にリサイクルする。ベースは再使用し、10年後、材料として再利用。プラは水平再利用後に熱回収。  



 15

評価計算例 

 表 1 に想定使用期間を反映させた評価計算の例を示す。製品全体の第 2 種インバ

ース度は 1.45となり、再使用効果と 10年使用の効果が示されている。 

 

(3) 企業環境戦略の策定事例 

 持続可能な社会の実現に向けて、企業が環境ビジョンを制定し、公開している例

も多くなってきた（例えば、[15]）。 

その一例を図 ６に示すが、ある企業の環境ビジョンは、理念、コミットメント、

そして、３つの原動力、目標・指標の構造から成る。理念は、環境ビジョンの最上

位に位置し、地球環境への根本的な考え方を表している。コミットメントは、持続

可能な社会へ向けての決意表明であり、地球環境に配慮してどのように行動するか、

また、企業活動を展開するうえでどうのように配慮を行うかについての姿勢を表し

ている。３つの原動力は、理念とコミットメントを推進するためのもので、技術、

教育、ビジネスモデルから成り、相互に連動しながら活動を前進させるものである。

目標・指標は、これらの活動の目標及び、その結果を表すものであり、ミクロ的な

指標である環境中期行動計画(Green Management2005)と、マクロ的な指標である環境

効率がある。 

ミクロ的な指標である環境中期行動計画の指標には、2005 年度までに製品重量ま

たは部品点数 20%削減、再生材使用率 20%増加 (2000 年度比)などがあり、製品設計

をはじめとする実業務における目標となっている。 

 理念 

コミットメン

技術 

ビジネスモデ 教育 

目標・指標  

原動力 

 

図 ６ 環境ビジョンの例[15] 
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表 2 に示す通り、マクロ的な指標である環境効率は、環境負荷と売上高から定義

されている。環境負荷は、地球温暖化、資源リサイクル、化学物質のリスクの観点

から、企業が直接的に把握、コントロールが可能な、温室効果ガス、資源投入、資

源排出、水、化学物質の５つの指標がある。 

環境効率のうち、温室効果ガス、資源投入、資源排出は、2005 年度に 1.5 倍、

2010 年度に 2 倍(2000 年度比)を目標としている。これに対して、2001 年度の環境効

率の実績は、図 ７ (a)(b)に示す通り、資源投入は 1.13倍、資源排出 1.13倍の向上が

なされた。資源投入における再生材使用量の多くは包装材であり、特筆すべき点と

いえる。また、温室効果ガスでは、1.08 倍に向上した。この背景には、製品在庫の

削減による最適出荷や製品設計による効果がある。 

今後、ビジネス領域がハードからソフトへ移行するなどの変化に伴い、環境効率

の定義も詳細に検討していくことが重要である。また、現時点では、ミクロ的な指

標であるＳ社環境中期行動計画と、マクロ的な指標である環境効率の整合性ははか

られていないが、各指標をリンクさせることで指標の一層の充実がなされるといえ

る。 

表 2 環境効率の定義例[15] 

環境効率＝売上高／環境負荷 

 

●温室効果ガス指標 

 ＝事業所温暖効果ガス総排出量 

  ＋製品使用時 CO2総排出量 

  －温暖化ガス排出削減貢献量 

   ●資源投入指標 

    ＝材料総使用量－再生材使用量 

     －自然循環可能材使用量 

   ●資源排出指標 

 ＝事業所最終廃棄物量＋製品総出荷量 

  －製品等回収量 

●水指標 

 ＝水の購入量＋地下水汲み上げ量 

●化学物質指標 

 ＝大気・水域・土壌への排出量 

  ＋廃棄物としての移動量＋製品含有量 

  －回収製品含有量 
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(4) まとめ 

 以上、補足では本文の議論を受けて、いつくかの企業で検討されている試みを述

べた。これらの事例からは、企業全体の環境戦略と個々の製品、および、製品ライ

フサイクルの指標との間の関連づけが十分に進んでいないことが窺える。今後、環

境戦略に対応させた具体的な施策を推進していくためには、本文で述べたようなエ

コデザイン指標の体系化を促進する必要があると考えられる。 
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